
事業所名称 利用者 13 職員 4

作業名　※1

生産活動の内容

活動場所

必要資機材・材料等

円 円 時間 円

４月 961,902 911,728 893,520 50,174 880 1015.363636

５月 468,567 952,272 934,064 -483,705 921 1014.184582

６月 751,622 915,298 897,090 -163,676 886 1012.51693

７月 1,404,771 1,053,508 1,035,300 351,263 1,022 1013.013699

８月 1,571,495 1,069,828 1,051,620 501,667 993 1059.033233

９月 1,707,449 1,081,048 1,062,840 626,401 1,007 1055.451837

１０月 1,421,925 1,189,468 1,171,260 232,457 1,088 1076.525735

１１月 503,340 1,141,902 1,123,694 -638,562 1,064 1056.103383

１２月 1,671,442 1,198,781 1,180,573 472,661 1,150 1026.585217

１月 1,132,984 1,166,232 1,148,024 -33,248 1,127 1018.654836

２月 1,472,571 1,035,087 1,016,879 437,484 952 1068.15021

３月 1,454,615 1,175,454 1,157,246 279,161 1,082 1069.543438

合計 14,522,683 12,890,606 12,672,110 1,632,077 12,172 1041.086921

※２　就労支援事業別事業活動明細書中「就労支援事業別事業活動収益計①」を計上すること。

総労働時間
ｄ

時給換算額
ｃ／ｄ

※１　生産活動の名称を記入すること（３以上の作業がある場合は「作業-2」シート以降をコピーして作成すること。）。

※３　就労支援事業別事業活動明細書中「就労支援事業活動費用計⑦」を計上すること。

※４　就労支援事業別明細書中Ⅱ労務費１．利用者賃金，２．利用者工賃，６．（１）利用者賃金・工賃に対する法定福利費の合計額を計上すること。

※５　就労支援事業別事業活動明細書中「就労支援事業活動増減差額（①－⑦＝⑧）を計上すること。

区分

円

事業収入 ※2
ａ

必要経費　※3
ｂ

内賃金支払額　※4
ｃ

生産活動収益　※5
ａ－ｂ

生産活動実績確認表

継之助福山

縫製作業

業務の内容

ミシンを使って創生作業、製品の検品、巡回清掃

福山市神辺町川北888-1

縫製・検品　ミシン、ハサミ、コテ　巡回清掃　ホウキ、雑巾ン、チリトリ、ホース



（単位：円）

合計 作業-1 作業-2

就労支援事業収益 14522683 14522683
就労支援事業活動収益計　①　※２ 14522683 14522683 0 0 0 0 0 0 0 0

就労支援事業販売原価 0
　期首製品（商品）棚卸高　② 0
　当期就労支援事業製造原価　③＝Ｊ 12890606 12890606 0 0 0 0 0 0 0 0
　当期就労支援事業仕入高　④ 0

合計（②＋③＋④＝⑤） 12890606 12890606 0 0 0 0 0 0 0 0
　期末製品（商品）棚卸高　⑥ 0

差引（⑤－⑥＝⑦） 12890606 12890606 0 0 0 0 0 0 0 0
12890606 12890606 0 0 0 0 0 0 0 0
1632077 1632077 0 0 0 0 0 0 0 0

（単位：円）

合計 作業-1 作業-2

　１．期首材料棚卸高 0
　２．当期材料仕入高 0
　　　　計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　３．期末材料棚卸高 0
　　　　当期材料費　Ａ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　１．利用者賃金　※４ 12672110 12672110
　２．利用者工賃　※４ 0
　３．就労支援事業指導員等給与 0
　４．就労支援事業指導員等賞与引当金繰入 0
　５．就労支援事業指導員退職給付費用 0
　６．法定福利費　（（１）＋（２）） 69696 69696 0 0 0 0 0 0 0 0
（１）利用者賃金・工賃に対する法定福利費　※４ 69696 69696
（２）就労支援事業指導員等に対する法定福利費 0
　　　　当期労務費　Ｂ 12741806 12741806 0 0 0 0 0 0 0 0

　（うち内部外注加工費） 0
　　　　当期外注加工費　Ｃ 0

　１．福利厚生費 0
　２．旅費交通費 0
　３．器具什器費 0
　４．消耗品費 0
　５．印刷製本費 0
　６．水道光熱費 28800 28800
　７．燃料費 120000 120000
　８．修繕費 0
　９．通信運搬具 0
　１０．受注活動費 0
　１１．会議費 0
　１２．損害保険料 0
　１３．賃借料 0
　１４．図書・教育費 0
　１５．租税公課 0
　１６．減価償却費 0
　１７．国庫補助金等特別積立金取崩額（控除項目） 0
　１８．徴収不能引当金繰入額 0
　１９．徴収不能額 0

　２０．雑費 0

　　　当期経費（１＋２＋３・・・＋２０＝Ｅ）　　　当期経費　Ｄ 148800 148800 0 0 0 0 0 0 0 0

12890606 12890606 0 0 0 0 0 0 0 0

0

12890606 12890606 0 0 0 0 0 0 0 0

0

12890606 12890606 0 0 0 0 0 0 0 0

※作業名（作業-1・作業-2）については生産活動実績確認表毎に欄を追加すること。

就労支援事業活動増減差額　（①－⑦＝⑧）　※５

就労支援事業別明細書　(自)2025年4月1日　(至)2026年3月31日

就労支援事業別事業活動明細書　(自)2025年4月1日　(至)2026年3月31日

収
益

勘定科目

費
用

就労支援事業活動費用計　⑦　※３

※生産活動実績確認表の賃金支払額※４は，就労支援事業別明細書のⅡ労務費中にある１．利用者賃金，
２．利用者工賃，６．（１）利用者賃金・工賃に対する法定福利費の合計額を計上すること。

勘定科目

　　　　就労支援事業費　（Ｇ－Ｈ＝Ｊ）

　　　当期就労支援総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＝Ｅ）

　　　期首仕掛品棚卸高　Ｆ

　　　　合計　Ｅ＋Ｆ＝Ｇ

　　　期末仕掛品棚卸高　Ｈ

Ⅰ　材料費

Ⅱ　労務費

Ⅲ　外注加工費

Ⅳ　経費

※就労支援事業別明細書中の就労支援事業費（Ｊ）と就労支援事業別事業活動明細書の当期就労支援事業
製造原価（③）は一致すること。


